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	１　目的
	法の目的・基本原則は以下のものを規定。
	２　基本方針等
	(１)　国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）。
	(２)　地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における女性の職業生活における活躍についての推進計画を策定（努力義務）。
	３　事業主行動計画等
	４　その他

